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 （続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は，企業が競争と協調のバランスをどのように取っていくのか（コーペテ
ィション）という問題について，エコシステムのアーキテクチャという視点から携
帯電話産業を対象として分析したものである。近年，ビジネスを構成するプレイヤ
ー企業の種類が多様になっており，かつシステムとしての境界が変動する速度も速
くなっている。そのような環境で，自立した，しかし高い水準で相互依存した企業
群が競争しつつも運命を共有しており，エコシステムと呼ばれる企業群単位での分
析が必要になっている。この論文は，エコシステムでの競争と協調のバランスにつ
いて探求するという，タイムリーかつ重要な問題を研究テーマに取り組んだ意欲的
な研究である。 
研究方法としては事例研究を選択し，日中韓の携帯電話産業について，異なった
分析レベルでの事例研究を実施したうえで，それぞれの長期にわたる産業の進化に
ついて検討し，各国間の異質性がどのように生じたのかについて議論している。個
別の事例分析では，日本ではプラットフォームの共通化がむしろエコシステム内の
製品機能の多様性を促進していること，中国では地場の外注企業を活用しつつ新興
国市場を開拓した企業が競争優位を実現していることこと，韓国では企業内で資源
を共有しながら同一テーマで開発競争させるというメカニズムがあることが，それ
ぞれ明らかにされている。企業の競争と協調のバランスという観点から，具体的な
事例をもとにしたメカニズムの解明がなされており，十分な学問的貢献がある事例
研究となっている。 
この研究の特に評価すべき点は三つある。第一に，第3章から第5章の個別の事例
で説明された各々のメカニズムが興味深く，かつオリジナルな概念化がなされてい
ることである。複数の分析レベルで提示されたメカニズムは，いずれも各国の携帯
電話産業のエコシステムに関わる事例の特徴をうまく生かした概念化がなされてお
り，しかもそのメカニズムは他産業への一般化可能性を持っているように思われ
る。その意味において，この論文の学術的貢献は高いといえよう。 
第二に，日中韓3カ国の携帯電話産業について，丹念に収集した一次データを用い
て比較している点があげられる。国籍の異なるプレイヤーに現場での聞き取り調査
を実施するには，言語能力を含む様々な能力を必要とするが，それを実際に実施し
ている点は，高く評価できる。オリジナルに収集したデータを用いて分析すること
によって，各事例の課題について独自の論点の提示が可能となっている。また，こ
のオリジナルなデータを用いて，第6章の興味深い比較分析も可能となっている。 
第三に，携帯電話産業の複雑なエコシステムを分析するために，エコシステムや
アーキテクチャなどの複数の重要な概念を組み合わせて，それらの関係によって説
明する可能性を探求している点があげられる。少なくともそれぞれの概念の活用可
能性を示唆しているという意味で，その試みは高く評価できる。 
このように，この論文は，競争と協調に関わる戦略論の既存研究の流れを押さえ
た上で，まだ十分検討されてこなかった領域のメカニズムを質的研究で解明してい
こうという，野心的な試みであるが，いくつか問題も残されている。 
第一に，個別の事例研究を包括するための概念として，コーペティションを用い
るのが適切なのかどうかについて疑問が残る点があげられる。コーペティション
は，もともとゲーム論の経営戦略への適用を目的として提唱された概念であるが，
この論文では競争と協調のバランスを議論するという目的のみでこの概念が導入さ
れており，調整者のいない状況での協調の実現が問題となっているわけではない。
また，競争と協調というそれぞれの概念を多義的に用いているところもみられる。 
 取り上げた対象を分析，議論するために，意識的にコーペティション概念を拡張し
ていることを明示的に記述すべきであった。 
第二に，競争と協調のバランスを実現する際の背後にあるメカニズムを解明する
というのが論文全体の問であったが，それに対する論文全体としての答えが明確で
ない点に問題がある。それぞれの事例ごとに設定された分析レベルではメカニズム
は述べられており，その一つ一つは洞察に富んではいるものの，事例研究の分析の
単位が重層的に行き来することで，結論が分かりにくくなっている。 
以上のような問題点はあるものの，これらは今後の課題というべきものであり，
日中韓の携帯電話産業のエコシステムにおける競争と協調のバランスについて，興
味深い事例を通じて明らかにしたこの論文の学術的価値を損なうものではない。よ
って本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
 なお，平成27年2月23日，論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果合格と
認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
